
平成29年度　事務事業マネジメントシート

Ⅰ　事務事業の目的・内容

Ⅱ　事務事業の実績・現状及び成果を表す指標の動きとコストの状況

Ⅲ　事務事業の評価、今後の方向性及び業務改善　＜※主管課長記入＞

⑴　事務事業についての評価及び今後の方向性

⑵　事務事業の業務改善について

③

対象

款

事業内容

事業開始か
ら現在まで
の状況変化

公の施設の運営 意図
事業
目的

指標で表すこ
とができない
定性的な成果

⑤

⑥

指標

①

②
制度導入施設のうち総合
評価｢良好｣の割合

制度導入(再選定含む)施
設の数

18

指定管理者制度推進事業

公・民パ－トナ－シップによる構想実現と効率的、効果的行財政運営（行政の充実） 主管課 企画政策課

会計 小事大事目項

単位
目標
方向

算定式（成果指標の場合）

・指定管理者制度とは､公の施設の管理運営を民間事業者等に代行させる制度である｡
・公の施設の運営､管理に際し､市民サービスの向上､コスト削減等を実現するため､原則として
すべての公の施設への指定管理者制度の導入を推進する｡
・指定管理者制度導入施設の施設管理､運営､労働環境が適正となっているかを確認する｡

・平成16年11月｢指定管理者制度導入にかかる指針｣作成
・平成16年12月｢流山市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例｣制定
・平成19年11月｢流山市指定管理者の管理運営状況のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに関するｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ｣策定
・平成21年4月｢指定管理者制度に係る施設利用の満足度調査実施要領｣策定
・平成26年｢指定管理者の労働条件審査｣の実施を開始

コスト削減と市民サービス向上を両立させる｡
多様化する市民ニーズに効果的かつ効率的に対応する｡

主管課長 須郷　和彦地方分権・広域行政への取組

名　　称 平成27年度 平成28年度 平成29年度

6-3

事業名

政　策
施　策

06

↗↗↗
各年度の制度導入(再選定含む)施設
の数
総合評価が｢良好｣の施設数÷制度導
入施設数×100

92.30 92.50 ％

平成29年度

1.30

目的に対する現状（客観的事実・データに
基づく現在の状況や取組状況）

・指定管理者選定委員会において､指定
管理者及び施設所管部長が行なった前
年度の業務に関する事業評価の確認を
行った。
・指定管理者選定委員会において、次
年度以降導入する（再選定を含む）6施
設の事業者選定を行った。
・指定管理者制度導入施設の所管課の
事務の円滑化と平準化を図ることを目
的に「指定管理者制度運用の手引き」
と称するガイドラインを策定し配布し
た。

想定耐用年数　（年）（建設又は取得年度のみ記入）

人役・嘱託(人)

④

うち一般財源

 事業費（ｂ）（円）

 職員給与費(ｃ)(円)

人役・再任用(人)

人役・臨職(人)

人役・職員(人)

事務事業の総ｺｽﾄ(a=b+c)

事務事業のコスト

4 6 件

100 ↗↗↗

1.00 1.00

必要性

平成28年度

7,530,000 6,865,000 8,725,600

平成27年度

今後の必要性

初期投資コスト（円）（建設又は取得年度のみ記入）

③取組の
課題

指定管理者である事業者とその従業員
との間における改正労働契約法の遵守
の徹底

④今後
(H30以降)

の
改善計画

指定管理者制度を導入している施設の
所管課と指定管理者を対象に社会保険
労務士による研修を実施する。

①今年度
(H29)の
改善計画

②今年度
(H29)に
実施した

取組

指定管理者制度にかかる包括的ガイド
ラインの策定

指定管理者制度導入施設の所管課が円
滑に事務執行が図れるよう、事務のフ
ローや手続きの進め方を整理したガイ
ドラインを策定し配布した。

Ａ　達成できた

Ａ　対象者は適切である

Ａ　削減の余地はない

総合評価 Ⅱ　継　　　続　（事業を現状どおり継続すべき）

効率性

目標達成度

対象者の適切性

コストの削減

個別評価
Ａ　市が担うべき

有効性

市関与の必要性

Ｂ　必要性は変わらな
い


